
　　　　　　　※平成16年度当初予算対比を原則に効果額を積算 (単位：千円)

H16年度 H17年度
実績効果額 実績効果額 取り組み実践項目 効果額

　・取組みスケジュール、検証作業手法等の確認（H18.5/11課長懇談会）　・検証作業（スタッフ職：職員組合アンケート調査活用）(H18.5月)
　・検証作業（H18.5/23課長懇談会、H18.5/30主幹職懇談会）

　・新組織機構の方向性協議（Ｈ18.6/29課長会議）　・組織機構に関する提言受領（Ｈ18.7/28職員組合）
　・組織機構改革実施計画（素案）の提示（Ｈ18.7/31課長会議）　・組織機構改革実施計画（素案）等の論議（Ｈ18.8/8課長懇談会）

　・組織機構改革基本的考え方を議会説明（Ｈ18.9/1総務文教常任委員会）　・組織機構改革に向けた組織内協議（Ｈ18.9/29課長会議、10/10主幹職会議、
10/19管理職会議）

　・組織機構改革に向けた最終案決定（Ｈ18.10/27課長会議）　・組織機構改革に伴う例規整備の指示（Ｈ18.11/6臨時課長会議）
　・組織機構改革案の説明（Ｈ18.11/15行革町民会議）　・組織機構改革案の議会説明（Ｈ18.12/8常任委員会、12/14議員協議会)
　・組織機構改革関係条例改正可決(Ｈ18.12/20町議会議決、H19.4/1施行)　・組織機構改革実施に向けた協議(H18.12.29、H19.1.31課長会議)

　・新組織機構を改革(10課22班体制、H19.4/1～)

≪町議会関係≫　・議員定数等に関する住民会長と議員との懇談会（H18.4/27）
　・議員定数見直し協議(H18.4/25.26.27, 5/12, 6/5.7.12, 7/6.25各常任委員会、H18.6/14, 8/18.24, 9/5議会運営委員会、H18.8/7.29, 9/6議員協議会)
　・所属委員会所管事項の6月定例会以後質問の解禁（従来否→可能）(H18.6/14議員協議会)
　・議員定数改正条例議決18人→14人（H18.9/13町議会議決、H19.1/1以後の次期選挙施行)

≪選挙管理委員会関係≫　・選管会議の開催回数抑制（議案の集中化推進、H18年度）
　・他市町村開催会議の参加厳選（抑制）・原則日帰りの推進(H18年度)

≪農業委員会関係≫　・委員の道外研修廃止（H19.4/1～）
≪附属機関等の改善関係≫　・民生児童委員の道外研修廃止（H19.4/1～）　・学校給食センター審議会廃止(H19.3/20町議会議決、H19.3/30解散
・総合計画審議会委員の縮小（30人→15人、H19.3/20町議会議決、H19.4/1～）

　・一般事務臨時職員のパートタイム化徹底(H18.4月)

　・職員定数改正条例案（条例本則定数規定189人）可決（H18.12/20町議会議決、H19.4/1施行）
　・パートタイム化の平成19年度予算反映を徹底(Ｈ18.11/8予算編成会議)

　・人事異動自己申告制度を反映した定例人事異動実施（H18.4/1）　・職員の懲戒処分等に関する見直し協議（H18.9/29課長会議）
　・町職員行政処分審査委員会規則制定（H18.10/1施行）　・町職員事件事故審査委員会規程制定（H18.10/1施行）
　・町職員の懲戒処分に関する訓令制定(指針から一部改正)（H18.10/1施行）　・交通法令違反に関する処分基準制定（H18.10/1施行）

　・職員の懲戒処分関係規則等制定を全職員周知（H18.10/25通知）
　・職員の懲戒処分関係規則等制定内容説明（H18.11/15行革町民会議）

　・町職員事件事故審査委員会開催(H18.11/30、H19.1/29、H19.2.27）

　・行政処分審査委員会開催（①H19.2.22、②H19.3/23)

　・異動希望自己申告に即した定期人事の実施(H19.4/1付け)

　・職員研修『広域行政の動向』開催（H18.4/10、12、14）　・職員接遇改善に向けた取組み(今年度テーマ設定、アンケート調査開始H18.5/1)

　・広域研修参加(H18.7/27中富良野町メンタルヘルス研修32名参加)　・メンタルヘルス研修開催(10/17、36名、10/18、54名　　計90名参加）

　・メンタルヘルス研修開催(H19.2/14　6名参加　於:富良野市)

　・1人1提案の5月実施へ向けた検討（H18.4月、職員提案制度の徹底）　･1課長1提案の取りまとめ(H18.5/1課長会議決定、5月30日集約)
　･12課長職から16件の1課長1提案集約。類似の7件を7月から全職員を対象に「一人一提案」として実施決定(H18.5/31課長会議)
　・「職員提案強化月間」実施（H18.7/1～31、提案32人・26件）　・提案審査（結果：採択24件、否採択4件、その他1件）(8/25、9/6、9/14提案審査会)

　・職員提案審査会開催（H18.12/29、提案1件)

46,196 86,835 163,617 296,648

H16年度 H17年度
実績効果額 実績効果額 取り組み実践項目 効果額

　・ケアハウス財産譲与（H18.4/1）

　・西保育所公設・民間移譲の経費比較検討（H18.4月）　・西保育所民間移譲の検討（H18.4/18政策調整会議）　・西保育所民間移譲検討の理事者協議
（H18.5/2）　・西保育所民間移譲検討経過説明（H18.6/7議会厚生委員会）　・西保育所民間移譲について移譲予定先と協議（H18.7/13）
　・西保育所民営化父母の会役員と協議（H18.7/20）　・西保育所民営化説明会（H18.7/25、7/27）　・西保育所民間移譲に伴う改修工事打合せ（H18.7/31）
　・西保育所民間移譲検討経過議会説明（H18.8/7.8/29議会厚生委員会、H18.8/9議会総務文教委員会）
　・西保育所整備移譲予定先と現地打合わせ（Ｈ18.8/22）　・移譲予定先との議案提出事前協議（H18.9/4）
　・西保育所民間移譲・財産譲渡議決（H18.9/13町議会議決、H19.4/1移譲）

　・開拓記念館開設(5～10月)日数の縮小（毎日開設→7・8月以外土日開設へ、184日間 →96日間）（H18.4/1）

　・町民プール開設日数の縮小（夏休み開始１週間前→夏休み開始日開設へ、28日間→21日間）　（H18.4/1）

　・海洋センター開設期間･時間の縮小（5/14～10/10 → 5/20～10/7へ、延べ1,216時間→ 880時間へ、通年9:00～20:30→夏10:00～20:30、初夏･秋13:00～
19:45へ）　（H18.4/1）

　・保養センター･日の出公園施設･パークゴルフ場管理の指定管理者制度へ移行（H18.4/1～2１.3/31）

  ・選定委員会開催（H19.1/29）見晴台公園の指定管理者候補者選定(H19.4月～見晴台公園管理の指定管理者制度開始)

　・推進のための庁内連携体制の確認協議（H18.4/4）　・H19予算編成（所管課枠配分）に向け、試行的運用検討開始（H18.10月）

　・政策評価の研究（H18.12.13研修受講）

≪広域行政の研究推進関係≫

　・自治のかたち最終報告書情報開示（ホームページ掲載、行政情報提供コーナー収蔵、議会資料提供H18.4/5）

　・自治のかたち最終報告書概要版住民へ情報提供（H18.4/10広報に同封、公共施設へ配置）

　・自治のかたち最終報告:職員研修（H18.4/10、4/12、4/14参加101人）　・自治のかたち最終報告:議会へ説明（H18.4/17議員協議会18人参加）

　・自治のかたち最終報告:住民説明会開催関係課打合せ（H18.4/17）　・自治のかたち最終報告:住民会長へ説明（H18.4/21住民会長懇談会）

　・自治のかたち最終報告:住民説明会開催周知（H18.4/25広報お知らせ版、5/10広報）

　・自治のかたち最終報告:議会所管委員会へ説明（H18.4/25総務文教委員会）

　・自治のかたち最終報告:住民へ説明・意見交換（H18.5/10、12、15、18、19、6/5、6合計52人参加、アンケート実施10人）

　・職員研修参加者へアンケート調査実施（H18.5/17-5/24）集計（5/25）　・職員研修参加者へアンケート調査結果報告（H18.5/31課長会議）

　・自治のかたち住民説明会の意見報告（H18.6/12総務文教委員会）　・自治のかたち最終報告:いしずえ大学へ説明・意見交換（H18.6/13大学生22人参加）

　・自治のかたち住民説明会の意見報告（H18.6/14議員協議会）　・自治のかたち住民説明会意見報告（H18.6/20議会定例会行政報告）

　・自治のかたち住民意見募集（H18.6/23広報掲載・無線放送・ホームページ掲載、6/23～7/5まで意見募集）

　・自治のかたち最終報告:行財政改革町民会議へ説明（H18.6/29委員15人参加）

　・住民説明会結果・住民アンケート募集広報（H18.6/23広報お知らせ版）　・住民へアンケート調査実施（H18.6/23-7/5）集計（7/6）

　・住民説明会・住民アンケート意見結果と選択肢の議論（H18.7/10議員協議会）　・広域圏4町村首長意見交換(H18.7.19)　・5市町村住民説明会の住民意見交
換（H18.7/21広域圏委員会）

　・広域圏委員会の議論経過報告（H18.7/25議員協議会）　・自治のかたち経過報告（H18.7/31課長会議）

　・5市町村の方向性協議・｢広域連合｣決定（H18.8/28広域圏委員会）　・5市町村方向性を議会報告（H18.9/6議員協議会、9/12定例町議会）

　・｢広域連合｣処理事務の協議（H18.9/27.9/13広域圏幹事会）　・5市町村方向性｢広域連合｣経過住民広報（H18.10月号広報）

　・｢広域連合｣処理事務の協議決定（H18.10/23広域圏委員会）　・｢広域連合｣処理事務の庁内打合せ（H18.10/27関係課長打合せ）

　・町広域連合担当職員辞令交付（H18.12/1関係課長打合せ）　・広域連合担当職員会議（H18.12/、12/14、12/20、H19.1/11、1/17、1/24、2/2、2/8）

　・広域連合検討状況を議会報告（H18.12/14議員協議会、12/19定例町議会）　・庁内広域連合関係所管課打合せ（H18.12/21関係課長打合せ）

　・広域連合準備委員会設立（H19.1/15設立総会）　・広域連合準備委員会幹事会（H19.1/30）

　・広域連合準備委事務局会議（H19.1/19、1/24、2/2、2/8、2/22、3/2、3/6、3/15、3/26）

　・広域連合取り組み状況庁内報告（H19.1/31課長会議)　・広域連合準備委事務局視察調査（H19.1/31大雪広域連合）

　・広域連合第1回合同専門部会会議（H19.2/8）　・広域連合準備委員会設立住民周知広報2月号（H19.2/10）

≪道州制に向けた動向把握関係≫　　　・権限移譲・道州制特区市町村説明会（H18.5/31）

　・道州制特区法案可決成立（H18.12/13国会)

≪市町村合併推進への対応関係≫

　・道合併構想案上川南部地区説明（H18.7/6）　・道合併構想上川支庁管内説明会（H18.8/7）　・道合併構想資料提供（H18.8/9町議会へ）

　・市町村合併の現状講演会参加（総務省合併推進課)（H18.8/7上川町村会）

5,781 15,676 55,651 77,108小　　　　　　　　　　　計

広域行政の推
進

広域行政の推進

行政評価制度
の確立

行政評価システムの
確立

地域情報化の推進
　・地域情報化計画(案)打合わせ(H19.1/30 IT担当主幹会議)

電子自治体の
推進

行政事務の電子化に
よる効率化の推進

3,130 4,680

H18年度実績
累計効果額

52,521 72,428
民間活力の活
用

アウトソーシング基本
方針の策定とその推
進

5,781 14,126

指定管理者制度によ
る民間活力の導入

1,550

小　　　　　　　　　　　計

２　効率的な行政経営の確立

重点項目 実施項目

職員提案制度の導入

人材育成基本方針に
基づく具体的な実践
の推進

144,644 260,539

人事管理制度
の整備と職員
の能力向上

多様な人事管理制度
の整備

人事評価制度の整備

適正な定員管
理対策

職員数適正化計画の
見直し

41,308 74,587

行政委員会及び附属
機関等の見直し

4,888 12,248 18,973 36,109

時代に対応し
た組織機構の
見直し

組織機構改革の検証
と機能強化

平成1８年度　上富良野町行財政改革推進実績（最終確定）
１　簡素で柔軟な行政体制の確立

重点項目 実施項目
H18年度実績

累計効果額
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H16年度 H17年度
実績効果額 実績効果額 取り組み実践項目 効果額

　・自治基本条例町民検討組織づくり内部打合せ(H18.4/27)

　・自治基本条例町民検討組織設置要綱決定(H18.10/27)

　・自治基本条例づくり検討会議開催(H18.11/29、12/11、H19.1/10、1/23、2/2、2/16、3/7、3/19)

　・富良野市との条例制定経過･現状の意見交換（H19.1/23）　・富良野市まちづくりセミナー｢市民参加条例の運用課題と展望｣参加（H19.1/23、3人）

　・検討会議設置住民周知（H19.2/10広報2月号）

　・住民会意見・要望事項の各所管随時受付対応へ変更周知（H18.4/21住民会長懇談会)

　・まちづくりトーク、町長と語ろうの積極的活用周知（4/21住民会長懇談会）

　・まちづくりトーク「自治のかたち」を探る(自治のかたち検討プロジェクト報告書説明会開催　（H18.5/10ｾﾝﾄﾗﾙﾌﾟﾗｻﾞ9人,5/12公民館４人,5/15泉栄防災ｾﾝﾀｰ24
人,5/18保健福祉総合ｾﾝﾀｰ１人,5/19社会教育総合ｾﾝﾀｰ8人,6/5東中会館3人,6/3草分防災ｾﾝﾀｰ3人）

　・いしずえ大学特別講座　まちづくりトーク「自治のかたち」を探る(自治のかたち検討プロジェクト報告書説明会（H18.6/13社会教育総合ｾﾝﾀｰ22人）

　・住民会意見、要望等取りまとめ状況報告【上半期、3住民会:15件】（H18.9/29課長会議)

　・町長と語ろう「町の教育」開催（H18.11/16町ＰＴＡ連合会19人）

　・H18年度パブリック･コメント実施予定事案の周知(広報４月号)　・H19年度パブリック・コメント計画の庁内取りまとめ周知（H19.1/31課長会議)

　・「自然災害～備えあれば憂いなし｣出前講座開催(H18.4/9、東中住民会12人)　・「ここが知りたい介護保険｣出前講座開催(H18.4/12、本町四ツ葉友の会30人)

　・「食べていきいき心と体｣出前講座開催(H18.6/18、本町住民会40人)　・「明日は我が身～事件・事故｣出前講座開催(H18.7/5、南町老人会20人)

　・「これなら判る上富良野の台所事情｣出前講座開催(H18.9/8、旭新あずま会27人)　・「食べていきいき心と体｣出前講座開催(H18.9/21、上小ＰＴＡ35人)

　・「食べていきいき心と体｣出前講座開催(H18.11/12、本町四ツ葉会21人)　・「町のホームページ出前一丁｣　・「明日は我が身～事件・事故｣出前講座開催
(H18.12/1、旭新あずま会25人)出前講座開催(H18.11/24、丘町の住民仲間2人)　・「食べていきいき心と体｣出前講座開催(H18.12/13、富町地域おしゃべり会8
人)　・「健康寿命を延ばそう｣出前講座開催(H19.2/2、旭神あずま会20人)　・「明日は我が身～事件・事故｣出前講座開催(H19.2/18、丘町住民会29人)  ・「町をき
れいに～ごみのゆくえ｣出前講座開催(H19.3/9、女性連絡協議会23人)  ・「景観講座　見えるものには力がある｣出前講座開催(H19.3/10、建築士会上富良野会20
人)

　・出前講座内容等の見直し（27⇒26講座へ変更）（H18.9/29課長会議）

　・出前講座内容等の見直し住民周知（H18.10/25広報おしらせ版）　・職員用出前講座22講座開催（H18.11/20～12/6、延べ11日間142人受講）

　・H19年度出前講座計画の庁内取りまとめ周知（H19.1/31課長会議)

　・自治活動補助金等の統合化素案説明（Ｈ18.4/21 住民会長懇談会）　・統合化、奨励事業補助制度の協議（Ｈ18.7/12住民会長連合会役員会）
　・統合化、奨励事業補助制度の協議（Ｈ18.8.22住民会長連合会）　・統合化、奨励事業補助制度の説明（Ｈ18.9/27町内会長等説明会）
　・統合化最終案の意思決定（Ｈ18.10/16））　・統合化最終案の住民周知（Ｈ18.10/25発送）　・統合化最終案の説明（Ｈ18.11/15行革町民会議）
　・統合化最終案の説明(H18.12/8 総務文教常任委員会)　・統合化移行へ向けた準備確認(H19.1/26 住民会長懇談会)

　・「自然災害～備えあれば憂いなし｣出前講座開催(H18.4/9:12人、東中住民会)　・自主防災活動の組織化・活性化推進の説明（Ｈ18.4/21 住民会長懇談会）   ・
町報特集「自主防災組織活動のすすめ」掲載(Ｈ18.12月号)　・自主防災組織の十勝岳防災避難訓練への参加　(H19.2/21、18人)

　・新住民自治活動推進交付金要綱に基づく交付金の交付(H19.4月交付決定)

0 0 0 0

H16年度 H17年度
実績効果額 実績効果額 取り組み実践項目 効果額

　・ 平成18年度税制改正に伴う住民周知（H18広報５月号掲載）

　・平成19年度住民税改正内容住民周知（H19.1/25町広報差込)

　・町税等の制限税率引上げ検討内容理事者協議（H19.1/22町長予算査定)

　※ 税制改正に基づくもののため全体効果額には積算せず。

≪新たな徴収体制の研究関係≫

　・滞納者行政サービス制限措置条例案の審議（H18.5/1課長会議）　・滞納者行政サービス制限措置条例案の審議（H18.5/10臨時課長会議）

　・滞納者行政サービス制限措置条例案の議会協議（H18.6/12常任委員会、6/14議員協議会）

　・滞納者行政サービス制限措置条例案の審議（H18.8/7担当者会議）

　・滞納者行政サービス制限措置条例案の議会協議（H18.8/9.9/1常任委員会、9/6議員協議会）

　・滞納者行政サービス制限措置条例の制定（H18.9/13議決、H19.4/1施行）　・滞納者行政サービス制限措置条例の住民周知（H18.10月号広報）

　・滞納者行政サービス制限措置条例の内容説明（H18.11/15行革町民会議）　・滞納者行政サービス制限措置関係庁内ヒアリング実施（H18.12/13）

≪収納サービスの研究関係≫

　・町税・公共料金等コンビニ収納サービス関係課職員研究会開催(H18.8/8)

　・町税・公共料金等コンビニ収納サービス導入関係課長・主幹会議(H18.10/25)　・町税・公共料金等コンビニ収納サービス導入議会説明(H18.12/8総務文教委
員会)　・コンビニ収納サービス導入関連補正予算(町税･上下水道)議会説明・議決(H18.12/20町議会)　・庁内コンビニ収納関係会議(H19.1/25)

　・平成19年度住民税改正内容住民周知（H19.1/25町広報差込)

　・町税のコンビニ収納及び北海道銀行での収納開始、上水道料金のコンビニ収納、道内郵便局、北海道銀行での収納を開設（H19.4/1～)

≪町税・国保税≫
　・国保保険証更新時の納税相談及び指導、短期保険証の交付　(H18.4月期)　・預金調査（4件H18.4月期）　・給料支払調査（8件H18.4月期)　・預金調査（449
件）　・給料支払調査（4件）(H18.11・12月期)　・預金調査（141件）　・生命保険調査（１件）　（H19.1・2月期）

　・納税誓約書（1件H18.4月期) 　　・道との共同窓口相談設置・呼出し（上川支庁24件・道庁23件）　(H18.9・10月期)

　・差押え：　預金・所得税還付金・給料 6件（H18.5・6月期)　不動産・所得税還付金18件（H18.7・8月期)
　　　　　　　　給料・銀行預金・所得税還付金 7件(H18.9・10月期)、給料・銀行預金・所得税還付金・重心医療費助成金17件(H18.11・12月期)

　　　　　　　　銀行預金・所得税還付金・年金17件（H19.1・2月期）、 銀行預金・所得税還付金10件(H19.3月期)

　・夜間・休日納税相談窓口開設及び呼出催告：呼出し18件（H18.5・6月期)、呼出し323件（H18.7・8月期)、呼出し109件(H18.11・12月期)、呼出し246件(H19.3月
期)

　・国保資格証明証交付14件（H18.7・8月期)、6件・対象者41人(H18.11・12月期)

　・道との共同催告書発送32件　・町外対象者へ催告書発送15件(H18.9・10月期)

　・納税誓約書 1件（H18.7・8月期)

　・町税・公共料金等重複滞納者実態調査の実施(H18.7・8月期)　・町税・公共料金等重複滞納者収納対策会議開催(H18.10/20)

　・管理職による滞納プロジェクト実施：対象者81人（H18.5月期)、対象者174人（H18.9月期）、対象者117人（H18.12月期）

　・税務課職員全員による滞納プロジェクト実施：対象者39人（H18.5月期)、対象者41人（H18.11月期）

　・町外滞納者の実態調査実施：対象者82人（H18.5・6月期)

≪住宅使用料≫
　・滞納者に対する督促状送付：36件(H18.4月期)、48件(H18.5・6月期)、60件(H18.7・8月期)、31件(H18.9・10月期）、61件(H18.11･12月期）、51件(H19.1･2月期）

　・滞納者に対する個別訪問：13件(H18.4月期)、18件(H18.5・6月期)、20件(H18.7・8月期)、28件(H18.9・10月期）、12件(H18.11･12月期）、8件(H19.1･2月期）、1
件(Ｈ19.3月期)

　・税務課、保健福祉課との合同徴収：1件(H18.4月期)、2件(H18.5・6月期)、2件(H18.7・8月期)、3件(H18.9・10月期）、2件(H18.11･12月期）、3件(H19.1･2月期）

　・税務課との合同徴収：1件(H19.3月期)

　・町税・公共料金等重複滞納者収納対策会議開催(H18.10/20)

　・入居時連帯保証人の印鑑証明添付：1件(H18.4月期)、1件(H18.5・6月期)、3件(H18.7・8月期)、2件(H18.9・10月期)、　2件(H18.11・12月期)、3件(H19.1・2月期)

≪上水道・簡易水道使用料≫
　・戸別訪問・徴収3件(H18.4月期)、徴収14件・確約 2件(H18.5・6月期)、徴収35件(H18.7・8月期)、 徴収67件(H18.9・10月期)、　戸別訪問・徴収44件、給水停止
予告71件(H18.11･12月期)、戸別訪問・徴収50件(H19.1・2月期)、戸別訪問・徴収26件（H19.3月期)

　・管理職徴収ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ：対象26世帯(H18.5・6月期)、対象58世帯（H18.9月期）、対象者37人（H18.12月期）

≪下水道使用料・受益者負担金≫
　・電話催告・戸別訪問 3件(H18.4月期)　・差押予告1件(H18.5・6月期)

　・受益者負担・分担金：電話催告 1件（H18.5・6月期)、4件（H18.7・8月期)、5件(H18.9・10月期)、４件(H18.11･12月期)、４件(H19.3月期)

　・　　　　　〃　　　　 　 ：戸別訪問 1件（H18.5・6月期)、2件（H18.7・8月期)、5件(H18.11･12月期)、2件(H19.1･2月期)、３件(H19.3月期)

　・　　　　　〃　　　　    ：差押予告 １件(H18.9・10月期)

　・　　　　　〃　　　　　  ：預金調査 5件(H18.9・10月期)

　・下水道使用料：電話催告16件(H18.7・8月期)、10件(H18.9・10月期)、10件(H18.11･12月期)、5件(H19.1･2月期)

　・　　　　〃　　　 ：戸別訪問 8件(H18.7・8月期)、5件(H18.11･12月期)、6件(H19.1･2月期)

　・　　　　〃　　 　：確約書　1件(H18.9・10月期)、１件(H19.1･2月期)
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　・町税・公共料金等重複滞納者収納対策会議開催　(H18.10/20)

≪保育料≫
　・臨戸訪問： 4件(H18.4月期)、6件(H18.5・6月期)、5件（H18.7・8月期) 8件(H18.9・10月期)、6件(H18.11･12月期)、1件(H19.1･2月期)、１件(H19.3期)

　・税務課・建設水道課と合同徴収：1件(H18.4月期)

　・税務課・建設水道課・教育委員会と合同徴収：4件(H18.5・6月期)、5件(H18.7・8月期)、5件(H18.9・10月期)、3件(H18.11･12月期)

　・教育委員会との合同徴収： 1件(H19.1･2月期)、１件(H19.3月期)

　・督促状送付・催告（状、電話）の実施(H18.7・8月期）、(H18.11･12月期) ・町税・公共料金等重複滞納者収納対策会議開催(H18.10/20)

≪介護保険料≫
　・督促状の送付・催告（状、電話）の実施(H18.4月期)、5件(H18.11・12月期)

　・督促状交付30件、催告電話3件(H18.5・6月期)、2件(H19.1･2月期)、2件(H19.3月期)

　・臨戸訪問徴収の実施：2件(H18.4月期)、4件(H18.5・6月期)、7件(H18.7・8月期)、11件(H18.9・10月期)、4件(H18.11･12月期)

　・他課と合同徴収の実施　(H18.4月期) 　・臨戸催告　4件(H18.9・10月期)　19件(H18.11･12月期)  4件(H19.1･2月期)、10件(H19.3月期)

　・現年度分の未納者への納入依頼通知の実施：54件(H18.11･12月期)

≪病院患者負担金≫
　・電話催告38件、大口滞納者宅訪問催告(H18.5・6月期)

　・新たな未納退院患者へ支払い時期を面接確約(H18.5・6月期)　・未納者の面談　1件(H19.3月期)

　・督促状送付51件(現年度　44件)(H18.9・10月期)、12件（過年度分）(H18.11・12月期)、1件(過年度分)(H19.1･2月期) 、38件(H18.4～H19.1)(H19.3月期)

　・支払督促予告通知 1件(H18.9・10月期)、・支払確約 1件(H18.11・12月期)

≪使用料・手数料等の算定基準の策定関係≫
　・使用料見直し庁内関係課打合せ（H18.4/14）　・使用料見直し庁内関係課打合せ（H18.5/25）

　・使用料見直し関係課担当者検討作業実施（H18.6/23～8/23）

　・「手数料見直し基本事項」決定(H18.8/8課長懇談会)　・「使用料・手数料等の見直し方針」の関係課案を決定（H18.9/15）

　・「使用料・手数料等の見直し方針」(案）を決定(H18.9/29課長会議)　・手数料の見直しに伴う関係課打合せ（H18.10/10）

　・「使用料・手数料等の見直し方針」（案）町議会へ説明（H18.10/26総務文教委員会）

　・使用料改正条例(案)の町議会説明（H18.12/4、12/6、12/8各常任委員会、12/14議員協議会)

　・使用料改正条例決定（H18.12/20町議会議決、H19.4/1施行)　・使用料改正住民周知（H19.1/26住民会長懇談会、町広報2月に掲載）

  ・関係条例改正に伴う関係規則の一部改正(15規則　H19.4.1施行)

　≪ごみ処理手数料の見直し≫
　・手数料改正内容の周知協議(H18.4/21住民会長懇談会)　・手数料改正諸対応の議会所管委員会協議(H18.4/26厚生委員会)

　・手数料改正諸対応の議会協議(H18.6/14議員協議会)　・手数料改正住民周知（町広報7・8・9月号に掲載）

　・普通財産未利用地の現地調査実施(H18.10/11～12)

　・旭町教員住宅(2棟4戸)を普通財産に移管(H18.12.1)

　・有休町有財産の運用方針素案の協議(H19.2.5 総務文教委員会)

　・時間外勤務手当の縮減（H18.4.1実施）　・役職加算の縮減（H18.4.1実施）

　・新給料表の導入（H18.4.1実施）　・通勤手当支給区分見直し縮減（H18.4.1実施）

　・選挙事務報酬化（時間外手当)関係条例改正（H18.12/20町議会議決、Ｈ18.12/21施行）

　・一時金役職加算凍結関係条例改正（H18.12/20町議会議決、Ｈ19.4/1施行）

　・特殊勤務手当見直し(廃止7、定額化4、新設1）関係条例改正（H18.12/20町議会議決、Ｈ19.4/1施行）

　・管理職手当縮減見直し（定率→定額)関係条例改正（H18.12/20町議会議決、Ｈ19.4/1施行）

　・職員勤務時間(38:45→40:00)関係条例改正（H19.1/29町議会議決、Ｈ19.4/1施行）

　・町内日当廃止（H18.4.1）

　・旅費縮減見直し（H19.4.1～日当・宿泊料削減)決定(H18.11/24)　・旅費縮減見直し関係条例改正（H18.12/20町議会議決、Ｈ19.4/1施行）

　・長期継続契約関係条例制定（H19.1/29町議会議決、H19.4/1以後の契約から適用)

　・H18導入「実質公債費比率」の関係課協議実施（一般会計・他会計の取扱い確認）（H18.5・6月期建設水道課・企画財政課）

　・町立病院入院診療報酬改定による増収のため看護体制(夜間看護手当)見直し（三交代→二交代）（H18.9/13議決、H18.6/16適用）（H18年度見込み 20,587千
円)　・実践スケジュール取り組みを所管課へ通知(H18.4/19)　・（負担金）実践スケジュール取り組みを所管課へ通知(H18.6/2)

　・（負担金）各負担金の実態調査実施（H18.6/2～8/31）　・「負担金の整理合理化方針」決定（H18.9/29課長会議）　※未決定分の負担金の方針を追加決定（H18

　・（負担金）H18負担金取組調査実施（H18.10/19～11/6）　・（補助金）H18補助金取組調査実施（H18.10/19～11/6）

　・（負担金）H19予算要求に向け取組状況集約（H18.12/20）

　・新年度予算（案）での取り組み成果まとめ(H19.1/29)

　・事務事業見直し方針の新年度予算反映徹底　（H18.9/29課長会議）

  ・現行事業別予算の検証　（H18.5・6月期）

  ・現行予算要求方式の検証　（H18.5・6月期）  ・枠配分方式移行への検討　（H18.5・6月期）　・実践事例等の調査研究　（H18.7・8月期）

　・新予算編成関係３課打合せ(H18.10/11)　・新予算編成の枠配分方式(各課自立型)導入決定(H18.10/19臨時課長会議)

　・新年度予算編成対応協議（H18.9.10月期）　・中期財政見通し（再試算）の策定（H18.9.10月期）

　・新年度予算編成方針等の決定（H18.11/6臨時課長会議）　・予算編成会議開催（H18.11/8）   ・新年度予算編成方針の説明（H18.11/15行革町民会議）

　・各会計の新年度予算（案）内示（H19.1/29臨時課長会議）  ・中期財政見通しの策定(H19.2.22 臨時課長会議)

　・入札の公開周知(H18.4/1)　・指名基準等の一部改正(適用H18.4/1)　・新適正化指針（閣議決定）に基づく見直し検討（H118.6/19～指名委員会）
　・次期入札参加資格申請の見直し事項等検討（Ｈ18.10/17指名委員会）

　・公共工事の入札、契約に係る改善策協議（Ｈ18.10/17～指名委員会）　・公共工事の入札、契約に関する説明会開催（Ｈ18.12/7）

　・施設業務委託積算基準の決定・各課通知(H18.11/27)

　・公共工事の入札、契約に係る改善策の最終確認（Ｈ18.12/26指名委員会）
　　　〔・格付基準の見直し、・指名段階における町税等の納入状況確認、・予定価格事前公表の廃止、・ダンピング防止マニュアルの制定〕
　　　〔・指名基準、指名業者数の見直し、・不落随契の原則廃止、・工事費内訳書の随時提出〕

　・公共工事の入札、契約に関する改善策の協議(H19.1.22総務文教常任委員会)

　・公共工事の入札、契約に関する改善策に伴う関係例規の改正等(H19.4.1施行)

131,723 347,053 501,684 980,460

183,700 449,564 ※一般会計分（534,467）、他会計分(186,485)　※行政内部改革分(625,477)、町民負担・協力分(95,472)、※人件費分(348,590) 720,952 1,354,216

人件費の抑制 11,401 73,994

経常経費の削減 15,859

10,848 24,492

42,940

小　　　　　　　　　　　計

合　　　　　　　　　　　計

入札・契約制
度の改善

入札・契約制度の改
善

70,263

財政運営手法
の改善

新たな予算編成手法
の構築

歳出の見直し

事務事業の見直しと
重点化

144,209

他会計等との負担の
見直し

10,050 85,200

補助金・負担金の整
理合理化

31,688 49,937

34,923

62,584

132,625

88,161 146,960

227,875

新たな歳入の検討 50 596
　・広報誌への有料広告(H18.4/1)（H18.4月号:0件、5:2件、6:0件、7:2件、8:4件、9:2件、10:3件、11:2件,12:1件、1:2件、2:0件、3:2件）
　・ごみ袋への有料広告導入(H18年度実施検討)　・ごみ袋有料広告募集(H18.7/25広報～8/4、3社)

▲ 171 475

112,854 198,249

行政資産の適正運用

21,841 30,181受益者負担の適正化 35,324 87,346
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